
未来へつながるものづくり 
～成功する商品開発の裏には、中長期的なビジネス戦略あり～ 

平成28年度 第4回 東京都デザイン導入支援セミナー 

下請け脱却、経営の安定を目指して、自社商品の開発に取り組んでいる中小企業は少なくないのではないでしょうか。
商品開発への取り組みは、ものができて“終わり”ではありません。商品のブランドを構築し、永続的に売り上げを伸
ばすためには、5年後、10年後を見据えたビジネス戦略が必要なのです。今回のセミナーでは、「未来につながるもの
づくり」をテーマに、中小企業とデザイナーが取り組むべき課題について、第一線で活躍するデザイナーにお話しいた
だきます。 

東京都デザイン導入支援セミナーとは 

公益財団法人東京都中小企業振興公社では、デザインを活用して商品開発等を図ろうとする中小企業者に対して、デザインの役割

や導入方法などを紹介する「デザイン導入支援セミナー」を開催しています。 

講 師 

倉本 仁 氏  
く ら も と   じ ん 

JIN KURAMOTO STUDIO 代表 

デザインディレクター 

申し込みはこちらから ⇒ http://www.tokyo-kosha.or.jp/topics/1612/0018.html 

日 時  2017年2月23日（木） 

     14時～16時（13時30分開場） 

定 員  50名（先着順・要事前申込み） 

受講料  無料 
場 所    秋葉原コンベンションホール カンファレンスフロア 
                                            5A会議室 
                  ［千代田区外神田1-18-13 
                    秋葉原ダイビル５F］ 

1976年兵庫県生まれ。家電メーカー勤務を経て、2008
年JIN KURAMOTO STUDIOを設立。物事の本質を明快な
造形表現で伝えるアプローチで家電製品や家具、照明機
器、日用品等の様々な製品デザイン開発に携わり、国内
外のクライアントにデザインを提供しています。企業や
地場産業のデザインコンサルティングにも実績があり、
商品企画/デザイン開発、構造設計や金型開発を含む総
合的な開発サポートを行います。 
iF Design賞、Good Design賞、Red Dot Design Award賞等、
受賞多数。 

JR秋葉原駅（電気街口）徒歩1分 
東京メトロ銀座線 
 末広町駅（1番出口）徒歩3分 
東京メトロ日比谷線 
 秋葉原駅（3番出口）徒歩4分 
つくばエクスプレス 
 秋葉原駅（A1出口）徒歩3分 

商品開発を成功させ、持続的に商品のブランドを 
成長させていくためには、ビジョンと戦略が不可欠です。 
商品開発に強みを持つデザイナーと、中小ものづくり企業が 
ともに取り組むべき課題について、考えていきます。 

倉本氏が手掛けた作品より。 
左：「ROOT」（arflex Japan）、右：「Phantom」（Smaller Objects） 
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第4回 東京都デザイン導入支援セミナー 受講申込書 

2017年2月23日（木）14時～16時（13時30分開場） 

FAX 03-5822-7233 ＦＡＸもしくはメールでご返送ください 

※受講証等は発行いたしません。また、申し込み後の確認連絡なども差し上げておりませんので、 

 申し込み後は当日直接会場までお越しください。 

□お問い合わせ・申込書送付先□ 

公益財団法人 東京都中小企業振興公社 事業戦略部 経営戦略課 担当：高岩・藤間 

〒101-0024 東京都千代田区神田和泉町1-13 住友商事神田和泉町ビル9F 

TEL:03-5822-7232 FAX:03-5822-7233 senryaku@tokyo-kosha.or.jp 

申し込みＵＲＬ http://www.tokyo-kosha.or.jp/topics/1612/0018.html 

 

お申し込み者の個人情報の取り扱いについて 
＜利用目的＞ 
１．当該事業の事務連絡や管理運営・統計分析のために使用します。 
２．経営支援・技術支援等各種事業案内やアンケート調査依頼等を行う場合があります。 
※上記2を辞退される方は、当該事業担当者までご連絡ください。 
  
＜第三者への提供＞ 
原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。 
目的1 当公社からの行政機関への事業報告 
目的2 行政機関からの各種事業案内、アンケート調査依頼等 
項目 氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容 
手段 電子データ、プリントアウトした用紙 
※目的2を辞退される方は、当該事業担当者までご連絡ください。 
※個人情報は「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しております。当要綱は、公社ホームページ（http://www.tokyo-kosha.or.jp）より閲覧及びダ
ウンロードすることができますのであわせてご参照ください。 


